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第４章 南海トラフ地震に関する対策 

第１節 南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応 
（関係各班） 

１ 基本方針 

町は、南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン（内閣府（防災担

当））や岐阜県南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応指針（以下「県対応指針」という。）

を参考に防災対応を検討します。 

住民等や事業所は、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合には、「自らの命は自らが守

る」という防災対策の基本を踏まえ、防災対応を検討します。 

住民等は、日頃からの地震への備えの再確認等を行った上で、日常生活を行いつつ、個々の

状況に応じて地震発生に注意したできるだけ安全な行動を取ることを基本とし、また事業所は、

日頃からの地震への備えを再確認する等警戒レベルを上げることを基本に、個々の状況に応じ

て適切な防災対応を実施したうえで、できる限り事業を継続するものとします。 

 

住民等 日頃からの地震へ

の再確認の例 
・避難場所・避難経路の確認 
・家族との安否確認手段の確認 
・家具の固定の確認 
・非常持ち出し品の確認 など 

 できるだけ安全な

行動の例 
・高いところに物を置かない 
・屋内のできるだけ安全な場所で生活 
・すぐに避難できる準備（非常持出品等） 
・危険なところにできるだけ近づかない など 

事業所 日頃からの地震へ

の再確認の例 
・安否確認手段の確認 
・什器の固定・落下防止対策の確認 
・食料や燃料等の備蓄の確認 
・災害物資の集積場所等の災害拠点の確認 
・発災時の従業員の役割分担の確認 など 

 

◆南海トラフ地震臨時情報      資料編 S4-01-01 
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２ 防災対応をとるべき期間 

町は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、南海トラフ沿いの想定震

源域内のプレート境界における M8.0 以上の地震の発生から１週間、後発地震（南海トラフの想

定震源域及びその周辺で速報的に解析された M6.8 程度以上の地震が発生、またはプレート境界

面で通常とは異なるゆっくりすべりケース等を観測した後に発生する可能性が平常時に比べて

相対的に高まったと評価された南海トラフ地震、以下同じ。）に対して警戒する措置をとります。

また、当該期間経過後１週間、後発地震に対して注意する措置をとるものとします。 

また、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合、南海トラフ沿いの想定震

源域内のプレート境界において M7.0 以上 M8.0 未満又はプレート境界以外や想定震源域の海溝

軸外側 50km 程度までの範囲で M7.0 以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震

源が深い地震は除く）が発生するケースの場合は１週間、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレ

ート境界面で通常と異なるゆっくりすべりが観測された場合はプレート境界面で通常と異なる

ゆっくりすべりの変化が収まってから、変化していた期間と概ね同程度の期間が経過するまで

の期間、後発地震に対して注意する措置をとるものとします。 

 
住民等、事業所の防災対応の流れ 
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巨大地震警戒対応における情報の流れ 

 
出典：南海トラフ地震の多様な発生携帯に備えた防災対応検討ガイドライン 
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３ 町の体制 

町は、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合は、下表のとおりそれぞれの情報に応じ、

防災体制をとります。町災害対策本部の組織、運営等については、あらかじめ定めておくものと

します。 

 

県及び町の防災体制等 
情報名 県の防災体制等 町の防災体制等 

南海トラフ地震臨時

情報(調査中) 

危機管理部は、情報を受けた時点で、庁

内各部局、市町村及び県事務所に対する連

絡等、所要の準備を開始 

総務部総務課危機管理防災係は、県から

の情報を受けた時点で、関係部局に対する

連絡等、所要の準備を開始 

南海トラフ地震臨時

情報(巨大地震警戒) 

災害対策本部 

＜構成＞ 

本部長：知事 

メンバー：副本部長(副知事)、本部員 

＜内容＞ 

・本部長から市町村長に対し、緊急災害対

策本部長(内閣総理大臣)指示を伝達 

・気象庁からの情報、緊急災害対策本部会

議の結果を全庁に情報共有 

【各部における対応状況の確認】 

・情報収集・連絡体制の確認 

・所管する防災上重要な施設等の点検 

・地震発生後の応急対策の確認 

災害対策本部 

＜構成＞ 

本部長：町長 

メンバー：副町長、総務部長、本部員 

＜内容＞ 

・緊急災害対策本部長(指示)の伝達を受

け、各部局からこれまでの対応状況や今

後の取り組みを報告し、全庁的に情報共

有・確認 

・気象庁からの情報、政府の緊急災害対策

本部会議の結果を全庁的に情報共有 

【各部局における対応状況の確認】 

・情報収集・連絡体制の確認 

・所管する防災上重要な施設等の点検 

・地震発生後の応急対策の確認 

南海トラフ地震臨 

時情報(巨大地震 

注意) 

岐阜県災害警戒会議 

＜構成＞ 

トップ：危機管理部長 

メンバー：各部主管課長、出納管理課長、

教育総務課長、警備第二課長、議会事

務局総務課長 

※必要に応じ、副知事(危機管理担当)

が出席 

＜内容＞ 

・気象庁からの情報、政府の災害警戒会議

の結果を全庁的に情報共有 

・各部局から、これまでの対応状況や今後

の取り組みを報告し、全庁的に情報を共

有・確認 

【各部における対応状況の確認】 

・情報収集・連絡体制の確認 

・所管する防災上重要な施設等の点検 

・地震発生後の応急対策の確認 

災害警戒会議 

＜構成＞ 

トップ：危機管理監 

メンバー：課長以上 

※必要に応じ、町長、副町長、教育長が

出席 

 

 

＜内容＞ 

・気象庁からの情報、政府の災害警戒会議

の結果を全庁的に情報共有 

・各部局から、これまでの対応状況や今後

の取り組みを報告し、全庁的に情報を共

有・確認 

【各部局における対応状況の確認】 

・情報収集・連絡体制の確認 

・所管する防災上重要な施設等の点検 

・地震発生後の応急対策の確認
 

南海トラフ地震臨 

時情報(調査終了) 

危機管理部は、庁内各部局、市町村、県

事務所へ連絡し、情報を共有 

総務部総務課危機管理防災係は、関係部

局と情報共有 
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４ 南海トラフ地震臨時情報の伝達 

町は、防災行政無線（戸別受信機を含む。）や町メール、緊急速報メールのほか、ホームペー

ジ、ＳＮＳ等伝達方法の多様化に努め、南海トラフ地震臨時情報の正確かつ迅速な伝達に努めま

す。要配慮者に対しては、地域の自主防災組織や民生児童委員、消防団等「共助」の力を得るな

ど確実に伝達できる手段を確保し、外国人に対しては、ホームページやＳＮＳ、外国人防災リー

ダーの活用等様々な手段を活用します。 

住民等へ南海トラフ地震臨時情報を伝達する際には、住民等に冷静な対応を呼びかけるととも

に、具体的にとるべき行動をあわせて示します。また、交通、ライフライン、生活関連情報など

住民等に密接に関係のある事項についてもきめ細かく周知するものとします。さらに、住民等か

らの問い合わせに対応できるよう、問い合わせ対応窓口を整備します。 

 

具体的にとるべき行動 
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第２節 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の 
災害応急対策 
（関係各班） 

１ 避難対策 

（１）事前の避難 

町は、事前の避難が必要な災害リスクに応じて、１週間を目途に地域の実情に合わせた適切な

避難対策を実施します。町においては、事前に避難が必要な災害のリスクとして、急傾斜地等に

おける土砂災害、耐震性の不足する住宅の倒壊が考えられます。 

 

大野町における事前の避難が必要な災害リスク 
急傾斜地等における

土砂災害 
町は、土砂災害のリスクがある地域（土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下、「土砂災

害防止法」という。）に基づき指定された「土砂災害警戒区域」

及び「土砂災害特別警戒区域」を基本とする。）の住民等に対

し、後発地震の発生に備え、個々の状況に応じて身の安全を守

るための行動をとるよう呼びかける。 

その上で、急傾斜地の崩壊等に伴う建築物の損壊により、生

命又は身体に著しい危害が生じる地域として指定されている

「土砂災害特別警戒区域」の住民等に対しては、県対応指針を

参考に、事前の避難を促すなど適切な措置を講じる。 

町は、土砂災害の不安があっても自ら避難することが困難な

入居者がいる土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の施設管

理者に、土砂災害防止法に基づき作成される避難確保計画に南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の対

応を位置づけるよう働きかけることとし、施設管理者は適切な

措置の実施に努めるものとする。 

耐震性の不足する 
住宅の倒壊 

町は、耐震性の不足する住家に居住する住民に対し、県対応

指針を参考に、できるだけ安全な知人・親類宅や避難所に避難

するなど、身の安全を守るための行動をとるよう呼びかける。 

町は、事前の避難を促す住民等に対し、避難所、避難経路、

避難方法及び家族との連絡方法等を平時から確認し、南海トラ

フ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の備えに万

全を期するよう努める旨を周知するものとする。 

上記以外の住民等に対しては、日常生活を行いつつ、日頃か

らの地震への備えの再確認など地震発生に注意した行動をとる

とともに「できるだけ安全な行動」をとるよう周知するものと

する。 
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（２）避難先の確保、避難所の運営 

避難先については、知人宅や親類宅等への避難を促すとともに、それが難しい住民等に対して

は、町が避難所を確保します。なお、県対応指針を参考に、避難者の受け入れ人数の把握、避難

所の選定、避難所が不足する場合の対応についてあらかじめ検討するものとします。 

避難所の運営については、防災士やボランティア等との連携・協力のもと避難者自らが行える

よう、避難所運営マニュアルに関係団体による連携体制や役割分担等を位置づけます。 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時における事前の避難が被災後の避難とは異な

り、ライフラインは通常どおり稼働し、商業施設等も通常どおり営業していると想定されること

から、町は、「自らの命は自ら守る」という防災対策の基本を踏まえ、次の事項について住民等

へ周知します。 

①住民等の避難は、知人・親類宅等への避難が基本であること 
②知人・親類宅等への避難が困難な避難者に対しては、町が避難所を確保すること 
③避難に必要な食料や生活用品等は、避難者が各自で準備するのが基本であること 
④避難所の運営は避難者自らが行うことが基本であること 

 

（３）学校等の対応 

学校等は、県対応指針を参考に、個々の状況に応じて臨時休業措置の検討や児童生徒等の保

護者への引渡し等安全確保措置を講じます。 

 

２ 関係機関のとるべき措置 

町は、住民等の混乱防止や住民等が日常生活を行えるよう事業継続のための対策を実施します。 

消防機関等の活動については、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合

において、消防機関及び水防団が出火及び混乱の防止、円滑な避難の確保等のために講ずる措

置について、住民等の避難誘導、避難路の確保を重点として、その対策を定めるものとします。 

飲料水については、発災後の水道施設の損壊による給水不能の事態の発生に備えて緊急貯水

が必要であり、水道事業者は、飲料水の供給を継続するため、浄水池や配水池の水位をできる

だけ高水位に維持するものとします。 

道路交通については、道路管理者等と調整の上、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等

が発表された場合の交通対策等の情報について、あらかじめ情報提供するものとします。 

滞留旅客等への対応については、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場

合における滞留旅客等の保護等のため、避難所の設置や帰宅支援等必要な対策を定めるものとし

ます。 
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第３節 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）発表時の 
災害応急対策 
（関係各班） 

町は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合には、住民等に対し、日

頃からの地震への備えを再確認する等の防災対応をとる旨を呼びかけます。 

 

 

第４節 防災訓練 
（関係各班） 

町及び防災関係機関は、推進計画の熟知、関係機関及び住民等の自主防災体制との協調体制

の強化を目的として、南海トラフ地震臨時情報等が発表された場合の情報伝達に係る防災訓練

等、南海トラフ地震を想定した訓練を少なくとも年 1 回以上実施するよう努めます。 

また、防災訓練を通じて、整備してきたマニュアルや応援協定等によって、南海トラフ地震の

広域的な被害に迅速に対応できるか、検証を行います。 

自主防災組織等の参加を得て行う訓練は、県より必要な助言と支援を受けて行います。 

 

 

第５節 地震防災上必要な教育及び広報に関する対策 
（関係各班） 

１ 町職員に対する教育 

町は、職員等に対して、次の事項を含む果たすべき役割等に相応した地震防災上の教育を行い

ます。 

①南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 
②南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 
③地震に関する一般的な知識 
④南海トラフ地震臨時情報等が出された場合及び南海トラフ地震が発生した場合に具体的に

とるべき行動に関する知識 
⑤南海トラフ地震臨時情報等が出された場合及び南海トラフ地震が発生した場合に職員等が

果たすべき役割 
⑥南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 
⑦南海トラフ地震対策として今後取り組む必要のある課題 

 

２ 住民に対する教育 

町は、県より必要な助言を受けながら、住民に対する防災教育を実施します。 

防災教育は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うものとし、その内容は、少なく

とも次の事項を含むものとします。 
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①南海トラフ地震臨時情報の内容及び臨時情報が発表された場合の具体的にとるべき行動 
②南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 
③地震に関する一般的な知識 
④南海トラフ地震臨時情報等が出された場合及び南海トラフ地震が発生した場合の出火防止

対策、近隣の人々と協力して行う救助活動・避難行動、自動車運転の自粛等、防災上とるべ

き行動に関する知識 
⑤正確な情報の入手方法 
⑥防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 
⑦各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 
⑧各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 
⑨住民等自らが実施し得る、最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の生活必需品の備蓄、

家具の固定、出火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方

法 
⑩住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施 
 

なお、その教育手法として、印刷物、ビデオ等の映像、各種集会の実施など地域の実情に合わ

せた、より具体的な手法により、実践的な教育を行い、また、外国人に対しても関係機関と協力

し、防災教育を行うものとします。 

 

３ 相談窓口の設置 

町は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、その旨周知徹底

を図ります。 
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